平成29年度第1回富山地域医療推進対策協議会及び富山地域医療構想調整会議　議事要旨
開催日時
平成29年６月９日（金）19:30～21:00
開催場所
県民会館611号会議室
出席者
　　　 委員名簿のとおり　
議事要旨
１　開会
２　挨拶（（事務局））
３　議題１～２及び報告事項について説明
４　質疑応答
５　閉会の挨拶（中部厚生センター所長）

【議題１～２を事務局から、報告事項を各病院から説明後、質疑応答】
（委　員）資料３の「新公立病院改革プラン」について、少しずつ病院によって捉え方が違うと感じている。たとえば、高度急性期と急性期の話だが、救命救急入院料や特定集中治療室管理料やハイケアユニット入院料などは間違いなく高度急性期だが、それだけでなくＤＰＣでの点数が高い時期の患者も含めて高度急性期としてとらえるのか。病院によって書き方がだいぶ違い、捉え方が少し難しいと思っている。
県立中央病院の640床というのは特定入院料ばかりではなくて、一般的な「高度急性期」も含むと捉えると、富山市民病院の高度急性期の18床とは違うのではないかなと思う。
一般の人がこれを見ると驚くのではないか。
（委　員）当院は、入院基本料だけを捉えて報告しており、国から示されている通りの考え方をしている。
国では、さらに７対1病棟と10対1病棟の区分についても言及が始まっているようであり、また、定性的なものではなくて地域医療構想の必要病床数も勘案して検討されはじめたようなので、その結果を見守りたい。
（委　員）当院は、高度急性期の点数を目安に、平均でこれくらいだろうということで記載した。
基準としては、病院ごとの考え方ということに従って書いている。
（委　員）公立病院改革は、様々なものの基礎になるので、そこの整合性をとっていかなければいけない。数字の見方を公立病院でしっかり揃えられたうえで提示されたほうがいいのではないか。
（委　員）患者とは非常に流動的で、当院でも富山医療圏から約５割、高岡から約３割、その他から約２割となっている。医療圏の病床数は、きちんと切れない部分があるが、今後どのような形で調整していくのか。
（事務局）必要病床数は、医療圏の中で完結していたらどうなるかという計算方法と、医療圏同士で流出入がある前提での計算方法の２通りあるが、富山県は、流出入も含めた計算をしている。
どうしても待てない高度急性期は、なるべく医療圏の中で整備していくことになろうかと思う。
同じ高度なものでも、がん等のそれなりの搬送時間を取っても患者の生命、医療に影響を及ぼさないようなものについては、都道府県に１か所など集約化が進むのではないか。そういった流れに10年後もなると考えている。
（委　員）資料２の６頁にある「地域包括ケア病棟入院料」の下に「当該病棟が主に回復期機能を提供している場合は回復期機能を選択し、主に急性期機能を提供している場合は急性期機能を選択するなど柔軟に…」ということが注釈として書いてある。
必要病床数において、地域包括ケア病床はどちらに含めて計算されるのか。
公立病院改革プランに書かれた医療機関は、あくまでも急性期の100床のうちの一部に段階的な導入を検討されているのか、あるいは回復期機能に転換するということを検討されているのか。
（事務局）資料２の６頁目のご指摘だが、「地域包括ケア病棟入院料」ということで、向かって右側に説明が書いてある。国では、こういった入院料を取っている医療機関につき、地域包括ケア病棟の中で、急性期を脱した患者が急性期リハビリに対応していくということであれば、引き続き急性期機能を提供していくという意味であるので、急性期機能を選択するとしている。一方で、在宅医療の患者が急変した場合、地域包括ケア病棟を持っている病院に入院するが、医療機関では、急性期か回復期をのどちらかを選択してもらう形になる。
県としては、急性期から回復期機能に転換を進めていくため、地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟、緩和ケア病棟等を回復期機能と見て、これらへ転換を進めていくための支援制度を、地域医療介護総合確保基金を活用して整備した。
今後、国でどう分析・検討されて定量的にするかの推移も見て、比較検討していきたい。
（事務局）県では、回復期機能に転換する場合は支援制度を設け、施設・設備の改修費用に対して一定の助成をしている。
（委　員）こうした会議において、新公立病院改革プランや公的医療機関等2025プランを聞けるというのは大切なことで、公的病院が高度急性期、急性期を維持していくスタンスがわかるし、在宅医療等いろいろなものを含めて考えていくのが民間の仕事だと思っている。
もう「なんちゃって高度急性期」や「なんちゃって急性期」の時代ではない。本当に3,000点以上というデータがあれば、それはそれでいい。
本当の意味での回復期病床、回復期リハビリテーションと地域包括ケアというのは高度急性期に近い使い方もあれば、レスパイト入院やアセスメント入院という方法ある。
公立病院でのスタンスをはっきりしてもらうために、もう少し詰めてもらわないと先が読めない。どこまで公的病院が高度急性期、急性期に対しての覚悟があるのかを見てからでないと、民間病院はその穴埋めができない。お互いのこれからの役割を考えてもらわないと、民間病院は決まらないということを申し上げる。

（委　員）やはりこの病床機能の判定基準をきちんとしてもらわないと困る。
（事務局）厚生労働省は、「どの病床を何と呼ぶか？」ということについて、やや議論が錯綜している。
病床全体をひとつの物差しで評価する場合のツールとして、地域医療構想では診療報酬の高さを用いたので、大きなメルクマールになるのではないかと思っているが、国の議論は、なかなか進んでいないという状況だと思っている。
　　　　　そういった指標を出していくことも重要なのだが、先ほど委員からもご意見があったとおり、実際にこの場で「先生の所、どうですか」と素直に聞いていただくのが地域医療構想調整会議そのものであると思う。多くの先生方が参加しているので、率直に言うのは堅苦しい感じもあるかもしれないが「どうですか？」と聞いていただいて、「こういう構想を持っています」と意見交換し、それを踏まえて「どうするか？」と議論する場であり、必要があれば、ご注文いただければ、出せる範囲で出して行こうかと思っている。
（委　員）回復期の患者だけでなく短期滞在の手術の患者なども受け入れないと、輪番を担当している病院としてなかなか急性期の病棟が回らないので、形地域包括ケア病棟を導入したが、運用上はかなり急性期として使わざるを得ない。
（委　員）あまりにも早く数を規定してしまうと議論が固まってしまうという考えもあると思う。県と十分に相談することとして、今後の会議に期待したいということで良いか。
　　　　　皆が不満、不安に思われることを、まずこの場で言ってもらえばと思っている。せっかく出席されているので、いろいろな意見を伺いたい。
（委　員）介護医療院の数は医療圏や県で目安などはあるか。介護と医療と両立してこれから計画を立てるということだが、慢性期を残すのか、あるいは介護医療院になるのかを決める必要がある。
　　　　　看護単位25対1の医療療養病床については未定だが、介護療養病床は６年間延長となり、県は今後どのような方向性を考えているのか。ある程度の形や数だけでもあれば教えてもらいたい。
（事務局） 法案が成立して「介護医療院」という新たな施設類型が決まった。これは介護保険法の一連の関連法案の中で成立したものであるが、施設基準や介護報酬等の細かい規定については、これから検討して制度化されていく。国では、社会保障審議会の介護給付費分科会の中で、施設基準や介護報酬を転換支援策も含めて検討されていくということである。
現在の介護療養病床を、新たな施設類型の介護医療院へと転換するかについては、施設基準、介護報酬、転換支援策等を見て、医療機関が判断されることだと思われる。

　　　　　富山県地域医療構想本体の74頁の７番、「国の療養病床における国の検討状況」をご覧いただきたい。平成27年12月末現在、介護療養病床は県全体で1,917床となっている。これと25対1の医療療養病床の1,193床と合わせた3,110床については本来、平成29年度末で廃止されることになっていたが、法改正により、このうちの介護療養病床の分については、経過措置も含めて、平成29年度末から35年度末まで６年間の廃止期限の延長がなされた。一方、看護単位25対１の医療療養病床は、扱いをどうするのか国で検討中である。
　　　　　国の会議では、「だいたい国全体でどれぐらいが新たな施設類型へ移るのか、あるいは医療療養の20対1へ移るのか、そのあたりの推計があるのか。」との質問に対し、国は、「施設基準や介護報酬等の具体的内容がはっきりと決まってから推計を出していきたい。」と回答している。国がそういう状態なので、県も推測・推計できない状況である。
（委　員）どのくらいの数、たとえば3,000床全部の介護医療院を県は認めるつもりなのか。もしこの25対1と介護療養病床が全部、介護医療院に移ると言ったら、それは認めるのか。
（事務局）現時点で、介護医療院を創設する国の議論の中では、既存の療養病床を廃止する又は閉業して減らすのではなく、あくまで転換方策の一つという形で示されている。経過措置があるので、６年は見ないといけないが、今の時点で言えるのは、多くの方が希望すれば、希望に沿って実施をしていく考えだということである。
　　　　　もし国から総量制限があった場合には謝らなければならないが、現時点では、県独自で数量の上限や目安を考えているわけではない。
（委　員）これから2025年に高齢化率がピークになって、それから人口が減っていくということであれば、「死亡の場所」も段々減っていくのではないか。県としては、この「死亡の場所」についてはどう考えているのか。
（事務局）本編の81頁をご覧いただきたい。真ん中あたりには、国で全国統一した計算式により算定した2025年の必要病床数が記載されている。
２つめの点線を見てもらうと、富山圏域は慢性期が1,374床になる。その下の方に、枠で囲ってあるが、在宅医療等の必要量として、国の決めた計算式により、在宅医療と介護施設等を含め7,438人と算出している。
　　　　　県としては、慢性期医療と在宅医療とは一体として考えていかなければならないということを地域医療構想にも掲載している。様々な事情から、在宅医療に移れないという患者も沢山いると思うが、国の必要病床数の計算式は、一定程度、在宅医療のほうに移行するといった仮定のもとに作成されている。在宅医療等については、新たな施設類型である介護医療院と既存施設を諸々含めて「在宅医療」と言っている。
慢性期と在宅医療を一体として捉えた現在の数字が向かって左側に書いてある。平成26年の慢性期が2,948床、在宅医療が4,847人、その差がＢ－Ａで、向かって右側に書いてある。
ここだけを見ると、慢性期の病床がマイナス1,574床となっているが、在宅医療と一体として考えるので、併せて考えると計はプラス990人となっている。つまり、富山圏域では、こういった一定の仮定に基づいた必要量で計算すると、新たに高齢者等の増加により、慢性期や在宅医療等を含めて990人増加することが見込まれることになる。
県としても在宅医療等の充実をさらに推進していく必要があるということで、色々な施策を行っている。
そのため、「死亡の場所」をどうするかも大切だが、2025年までには後期高齢者の方が増えて医療需要が大きくなるので、受け皿をしっかりと整備していくことが必要と考えている。
もちろん慢性期機能の病床も必要であり、それを含めて、在宅医療、施設を今後充実させていきたいと考えている。
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